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1. はじめに 

多くの港湾において，長周期波は荷役障害に繋がる

問題である．その対策の一つとして，防波堤の港内側に

マウンド形式の消波構造物を設置する方法が挙げられ

る．田中ら1) , 2)は ，天端が静水面と一致する没水型マウ

ンド構造物（消波ブロック二層被覆形式）の消波特性と，

越波に対する安定性を調べ，各々を明らかにした．一方，

遊水部付き没水型マウンド構造物の安定性に関する研

究は，多く成されていないのが現状である．そこで本研

究では，当該構造物を防波堤背面に適用した際に，港外

側から越波してきた水塊に対する安定性と，当該構造

物を適用するための被覆材の安定質量を検討した． 

2. 安定実験方法 

 実験には長さ55 m，幅1.2 m，高さ1.5 mの二次元水槽

を用いた．図-1に示す防波堤及び没水型長周期波対策

マウンド構造物を水槽内に設置した．防波堤形式は混

成堤及び消波ブロック被覆堤（消波工法面1：4/3）とし

た．港内側の対策工部分の水路をアクリル板で幅方向

に2つに仕切り，手前側と奥側で2種類のブロック質量

の実験を同時に行った．表-1に使用したブロックの諸

元を示す．実験縮尺は1/50を想定し，作用波数は1000波

とした．波群は2種類とし，周期T1/3は模型量で1.41 s，

1.84 s，2.40 sの3種類とした．設計波高HDは15 cmとし，

有義波高H1/3は0.6HD～1.2HDの範囲で0.1HD刻みで大き

くしていった．背面マウンド天端幅は消波ブロック3個

並びとし，堤体幅B（遊水部を含む）は2HD，3HD，4HD

の3種類とした．安定実験では，波高は小さい条件から

始め，波高ランクごとに被覆材の積み直しは行わず，継

続して次のランクの波を作用させた． 

3. 実験結果（被災の傾向） 

 混成堤と消波ブロック被覆堤のどちらも，周期が短

く堤体幅が長いほど被覆材の安定性が向上する傾向で

あった．堤体幅ごとの消波ブロックの被災箇所は，堤体

幅が狭い条件では岸側の法肩付近に，堤体幅が広がる

につれマウンド天端に越波した波が落ち込み，最終的

には沖側法肩から遊水部及び沖側法面が被災する傾向

であった．  

4. 安定数の評価 

（1）算定式 

遊水部の無い条件での越波に対する被覆材の安定性

の評価について，田中ら2)は，式(1) を提案している． 

𝑁𝑆 = 𝐶𝐻 {𝑝 (
𝑁0

𝑁0.5⁄ )
𝑟

+ 𝑞} (1) 

ここに，NS：港内側のマウンド構造物被覆材の安定数，

CH：砕波効果係数，N0：港内側のマウンド構造物被覆材

の被災度，N：波数，p, q, r：ブロック形状や断面諸元に

よって決まる係数である．田中ら2)の提案式(1)を本研究

に適用して被覆材の安定数を算定した．本研究では実

験結果から，波高増大に伴う被災の進行度合いは周期

や堤体幅によらないと仮定し，混成堤と消波ブロック
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図-1 防波堤断面図（模型量，単位：mm） 
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表-1 消波ブロック諸元（被覆材） 

 

テトラネオ（2層積み，天端3個並び）

質量 48.1g 160.8g 399.3g

層厚 5.2cm 7.6cm 10.4cm

天端幅 10.8cm 16.2cm 21.8cm
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被覆堤のそれぞれで同じ係数pの値をとった．また，無

被害時の安定数を表す係数qの値に関しては実験値に

沿うように最小二乗法を用いて決定し，係数rは田中ら
2)にならい0.6で固定した．また，係数を決める際は砕波

の効果は考慮せず，CH =1.0とした．なお，無被害(N0 = 

0)のデータは安定限界（NSの最大値）を考慮するため，

ケースごとにNSの最大値以外を除いて検討を行った．

表-2に断面諸元別係数と安定数NSの一覧を示す． 

（2）算定結果 

図-2と図-3に実験値と算定した被災度N0と安定数NS

の関係の一例を示す．混成堤も消波ブロック被覆堤も

堤体幅が広く，周期が短くなるにつれて安定数が大き

くなることがわかる． 

基本的には混成堤より消波ブロック被覆堤の方が安

定数は高くなっていることがわかる．混成堤と消波ブ

ロック被覆堤で波高の増大に対する被災の進行度合い

は，周期や堤体幅によらないということが確認できる． 

図-4は，横軸に砕波帯内の波高変化モデル3)より算定

したCHを考慮した計算値をとり，実験値との整合性を

調べたものである．NSの計算値と実験値は概ね一致す

ることが確認できた． 

5. まとめ 

 本研究では，既往研究によって提案されている没水

型長周期波対策マウンドに，遊水部を設けた際の越波

に対する被覆材の安定性を明らかにするとともに，断

面諸元や波浪条件ごとの安定係数を導いた．  
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図-2 混成堤の被災度と安定数の関係 

および算定線の一例 
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図-3 消波ブロック被覆堤の被災度と安定数の関係 

および算定線の一例 

実験値 計算値実験値 計算値

堤体幅ごと 波形勾配ごと

N
S
（
実
験
値

H
1/

3
/Δ

D
n

, 
計
算
値

((
N

0/
N

0.
5
)r +

q
)）

N0/N0.5

表-2 断面諸元別係数と安定数 NS （N = 1000，N0 = 0.3) 

 

安定数

形式 h C /H D B /H D H D /L 0 p q r N S

0.048 4.24 2.15 0.6 2.41
0.028 4.24 1.83 0.6 2.09
0.017 4.24 1.73 0.6 1.99
0.048 4.24 3.08 0.6 3.34
0.028 4.24 2.42 0.6 2.68
0.017 4.24 2.32 0.6 2.58
0.048 4.24 3.86 0.6 4.12
0.028 4.24 3.03 0.6 3.29
0.017 4.24 2.73 0.6 2.99
0.048 4.00 2.76 0.6 3.00
0.028 4.00 2.26 0.6 2.50
0.017 4.00 2.00 0.6 2.24
0.048 4.00 3.87 0.6 4.11
0.028 4.00 3.03 0.6 3.27
0.017 4.00 2.28 0.6 2.52
0.048 4.00 4.34 0.6 4.58
0.028 4.00 3.91 0.6 4.15
0.017 4.00 3.26 0.6 3.50

断面諸元 断面諸元別係数

混成堤 0.6

2.0

3.0

4.0

消波

ブロック

被覆堤

0.6

2.0

3.0

4.0

 
図-4 NSの実験値と計算値の比較 
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